
⚫業者・消費者への普及啓発、グリーン購入法に基づく、トップランナー基準以上の機器

の率先導入

⚫フロン排出抑制法の普及促進及び事業者への情報提供

⚫食品サプライチェーンのDXにより、生産、加工、流通の各段階を適正化し、食品ロス削減を促進

⚫食品の製造過程等から排出される有機性廃棄物を処理するための施設整備費用の補助

⚫バイオマスプラスチック製品を収集用ごみ袋等として優先的に導入し、普及を促進

⚫省エネ型浄化槽の設置補助や浄化槽の省エネ化に関する情報提供・普及啓発

⚫資源循環コミュニティステーションの実証を踏まえた複合型コミュニティづくりの支援

（日常のごみ出しを通じて地域住民の交流のきっかけづくりを行い、地域コミュニティの向上を図る）

⚫再エネと電気自動車を設置し、地域住民向けに地域交通ビジネスを提供する取組みを支援

（災害時は当該設備の活用を要件とすることで防災機能を強化。）

⚫電気自動車を用いたカーシェアリングの普及促進など、シェアリングサービス促進のため事業者と提

携したキャンペーンを実施

⚫大人が同伴する小学生以下のバスや地下鉄などの料金を一定期間

無料とする制度を支援

⚫空港で発生する廃棄物の分別・再処理のモデル事業の実施

⚫鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点施設の省エネ・再エネ導入

⚫メタン排出を抑制する飼養管理技

術等の開発・普及

⚫家畜排せつ物の処理及び飼料設

計の改善

⚫地域産木材の利用促進に向けた認証制度

⚫デジタル技術を積極的に利用する効率的な

森林の管理経営体制構築

（航空レーザ計測、森林統合クラウド）

⚫生産性・収益性の高い木材生産・流通体制構築

⚫環境配慮型農業にかかる設備導入支援

⚫バイオガス発電副産物の液肥（肥料）散

布等新たな農業支援サービスの支援

１．地域の産業を振興する（主幹産業別の他、新たな産業分野）

２．地域の防災機能を強化する

３．循環型社会の実現

４．生活の質を向上する

５．学習・行動

６．分野横断的な取組・企業誘致

農業
⚫農業機械のシェアリングへの支援

⚫再エネ発電廃熱の園芸施設への利用支援
環境省 R3道

農水省
⚫バイオガス発電副産物の液

肥利用に対する支援

⚫北海道の地域特性を生かした新た
な吸収源（ブルーカーボン）の発
掘・利用促進
⚫水産廃棄物の循環利用促進

その他
新産業

⚫ブロックチェーン技術を活用した電力のトラッキングシステム（発電源の産地証明）導入事業による

排出削減量の見える化

⚫エネルギーを効率的に利用する仕組み（VPP）の構築に向けた実証実験の実施

⚫RE100への加盟等、意欲的な企業が集積する地区をモデルとした再エネの供給事業の検討

⚫再エネ事業にかかるソフト・ハード面を一貫して支援する収益納付型補助制度による事業の促進

防災

循環
社会

交通・
物流

健康・
福祉等建物

学習・
行動

分野
横断

⚫事業所の省エネ診断費用補助及び診断

に基づく設備導入費への補助
⚫所得に対し光熱費負担が重い方へのアウ

トリーチ(自立相談支援機関の利用勧奨)

⚫道内観光拠点施設の省エネ改修
や再エネをグリーンスローモビリティ等
とあわせて導入することを支援

⚫脱炭素な工程や工法によって作られた製品やサービス、食品ロス等の削減につながる消費行動に道

内独自のポイントを付与。ポイントに応じて道内で利用できる商品券を交付し経済活性化を図る

環境省

環境省 国交省

R3道

環境省 国交省

環境省 R3道

環境省

環境省 国交省

環境省

R3道

経産省

文科省

環境省 国交省

環境省 農水省 国交省 文科省 R3道

国交省

農水省

国交省

R3道

環境省 R3道

環境省 経産省

環境省 R3道

農水省

環境省 R3道

国交省

環境省 農水省

国交省環境省

環境省 経産省

環境省 経産省

環境省 経産省

⚫防災拠点での水素利活用推進に向けた水素エネルギー供給システムの

導入補助

⚫複数施設を自営線等により災害時においてエネルギー利用を可能とする

設備等を導入。災害時に被災地の拠点に運搬・提供可能な蓄電池を

導入する

⚫エネルギーの面的利用による脱炭素化・防災機能強化・資産価値向上 国交省

国交省 R3道

環境省

農水省 R3道

環境省 国交省 R3道

国交省

国交省 R3道

農水省 R3道

農水省

農水省

R3道

実践層への「分野」別支援策の例（たたき台）

分散型エネルギー
システム

農水省

畜産

林業

水産 観光 ⚫公共施設の電力調達に再エネを要件化

⚫新築建築物の ZEB化・

住宅のZEH化への補助

⚫公共建築物・民間建築

物における木造・木質化、

地場木材の利用促進に

向けた認証制度

⚫自立分散型エネルギーシステムを構築するために必要な設備導入への補助

⚫再エネの余剰電力を活用した蓄電・水素製造貯蔵システムの導入支援（離島向け）

⚫「エネルギー貧困」実態調査の実施支援

⚫太陽光発電・蓄電池システム共同購入事業

⚫公営住宅における脱炭素化支援（断熱効率の

高い仕様、省エネ設備導入）

⚫余剰食品をフードバンクへ寄付する取組みを支援。

R3道

⚫将来世代の育成を見据えた域内学校における環境教育・学習の取組の推進

⚫住民創発による一人ひとりの脱炭素行動や気候変動への適応が促される取組

の推進を目的とした地球温暖化防止活動推進センター、地球温暖化防止活動

推進員との連携の支援

⚫脱炭素化に資するグリーンファイナンスの手法の検討と、民間への促進を目的とし

た研究会立ち上げ

R3道

食品ロスの削減

資料３－２

スマート農業

⚫地球温暖化防止対策のための国民運動「COOL CHOICE」の推進を目的とした普及啓発

バイオガス発電

FCV

北方型住宅

商工

⚫工業団地における水素モデル

街区形成

環境省 R3道

環境省 R3道経産省

⚫地域に団体等が地元の資源を使って取り組む事業を認定し、創業・企業誘致を支援することを条例に

より制度化

企業
誘致

⚫省エネ漁船の普及促進 ⚫CO2排出を抑制した旅行

の推奨やインセンティブ付与

⚫中小企業の再エネ・

省エネ対策支援


